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専門学校の経営戦略の成功要因に関する考察
－職業実践専門課程（文部科学省）認定校を中心として－
佐藤由美子
要 旨
我が国は少子高齢化時代を迎えており、今後就学年代層の減少が見込まれている。
そうした中、少なくなる就学生を大学間、短期大学間、専門学校間で、さらには大
学と短期大学と専門学校の間でお互いに争奪する状況にある。更に専門職大学、専
門職短期大学が2019年4月から設置されることによりますます激化し、その結果
それぞれの学校が淘汰されていくと考えられる。こうした状況の中でも、成長・発
展している専門学校が存在している。それらの専門学校が立てている戦略を通して、
専門学校の生き残るための要因を考究していく。
Ⅰ はじめに
高等学校（大学検定試験合格者を含む）から進学する学生にとって高等教育機関への進
路の選択は人生を左右する大きな選択である。大学、短期大学、あるいは専門学校を選択
するための判断基準は何か。ざっと考えただけでも学費、所在地（自宅通学か下宿）、修
業年限、入学のしやすさ、カリキュラムの内容、あるいは学校そのものの魅力、学校の理
念等が挙げられる。各種学校から専門学校（専修学校）に移行して30有余年（植上2003）
になるが、文部科学省は専門学校の質の向上を図るため職業実践専門課程認定制度を設け
た。今後、認定校の取得を目指す専門学校は、増加するものと推測される。専門学校が生
き残るための要因を考究する上で、共通基盤を有する職業実践専門課程認定校を取り上げ、
これらの学校を内容から、仮に3つのパターンに分類し、学園の規模や財務の健全性を
図る計量的尺度から比較検討・分析する。更に専門学校の8分野のそれぞれ異なるジャ
ンルの中からランダムに学校を抽出し、これを対象にケーススタディする。そして、その
学校の成功要因とは何かを形質的に分析する。そのために本稿は、Ⅱでは専門学校の現状、
高等教育機関における専門学校の課題を、Ⅲでは分野別分析、Ⅳで専門学校の類型化、Ⅴ
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でケース分析としてケース校の比較、帰属収支差額比率による健全性分析、ヒアリング、
Ⅵで成功要因について考察したい。
Ⅱ 専門学校の現状と課題
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（出所）筆者作成
表１ 専門学校の現状と課題
1 各種学校とは、1879年の教育令中「学校は小学校・中学校・大学校・師範学校・専門学校、その他
各種の学校とする」に始まると言われている。一定基準（各種学校規定等）を満たしている場合に、所
轄長である都道府県知事の許可を受けて設置される。
2 文部科学省学校基本調査（2013）
3 文部科学省学校基本調査（2008）
Ⅲ 専門学校の分野別分析
１ 専門学校８分野
専門学校が持つ分野は次の8つの分野に分類される。
２ 専門学校分野別生徒数
8分野別入学者数は医療系が33％で人気が高く、文化教養系が22％、衛生が12％、工
芸が12％、商業実務が10％、教育・社会福祉が6％、服飾・家政が3％、農業1％4と
なっている。
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4 文部科学省学校基本調査（2012）
（出所）一般財団法人職業教育・キャリア教育財団HP（2003）より筆者作成
表２「専門学校８分野」
３ 専門学校の特徴
専門学校カリキュラムの編成は講義形式授業よりも実習、企業内実習の時間が多い。な
ぜなら専門学校はスキル教育を主体としており、実践的な職業教育（吉本2012）・専門的
な技術教育に力を入れているからである。実習・演習等の授業の割合は平均 49.4％で、
実習時間が一番多いのは服飾・家政分野の73.2％、企業内実習（インターンシップ）は
医療分野12.5％ 5である。また、主として2年課程であることは4年制大学に比べ学科
新設の許認可が容易であるため、学生の流れを柔軟に受け止め、いち早く編成することが
可能であり、強みである。
４ 産業別就職者数
卒業者（学校種別）の産業別就職者数は医療・福祉系39％で第1位、第2位がサービ
ス業分野9％となっており、卸売業・小売業、学術研究・専門技術サービス、生活関連
サービス業・娯楽業はいずれも7％であることから一番ニーズが高いのは医療福祉分野 6
である。このことから専門学校生は医療・福祉分野をはじめとする、専門的知識・技能を
要する様々な分野において多くの人材を輩出し、同時に将来の職業につながっていると推
察される。
５ 職業実践専門課程認定制度とは
大学は情報公開が義務付けられ実態が把握できていたが、これまで専修学校はいくら検
定資格の合格率がよいとか実績があるといってもその裏付けとなる情報を得ることはでき
なかった。しかし学校教育法の改正（2007年）により、専修学校は教育機関としての信
頼性の一層の向上を図るために、2008年度から自己点検・自己評価の実施が義務付けら
れた。そして専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規定 7に基づき、全国の
専門学校の中から専門学校の質保証・向上の推進のために学校数472校、学科数1,373
学科が職業実践専門課程の認定を受けた（2014年3月31日）。2017年2月には学校数
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5 文部科学省学校基本調査（2009）
6 文部科学省学校基本調査（2008）
7 （目的）第1条 この規定は、学校教育法第124条に規定する専修学校であって、職業に必要な実践
的かつ専門的な能力を育成することを目的として専攻分野における実務に関する知識、技術及び技能に
ついて組織的に教育を行うものを文部科学大臣が認定して奨励することにより、専修学校専門課程にお
ける職業教育の水準の維持向上を図ることを目的とする。（文部科学省告示第133号）
2,817校中902校で32％、7005学科中2,773学科で39.5％を占め、このまま増え続けれ
ばさらに専門学校の信頼性は増すことになる。
６ 専門職大学・専門職短期大学設置 8による専門学校ヘの影響
大学進学率が上昇し、専門学校進学率が減少する中で、将来的な展望を検討すると専門
学校進学者は減少すると予測している専門学校は多い。また、高等学校教員の志向は、大
学進学志向のままであり、専門学校進学を積極的に勧めてくれる高等学校は少ない。専門
学校から専門職大学・専門職短期大学に移行をし、専門職を極めていく選択肢を学生に
与えた結果となった。申請状況は専門職大学13校、専門職短期大学3校の16校である
（2018年2月現在）。いずれも学校法人専門学校が母体であり、主に医療系、アパレル系
が中心である。
Ⅳ 専門学校の類型化 ―分析するための枠組み―
専門学校の実態が不透明であることから、職業実践専門課程認定校（文部科学省）を中
心に3分類して、学園の規模や財務の健全性を図る計量的尺度などから比較検討・分析
する。
１ 専門学校を３分類
パターングループ型の指標は多角化を図り、学園内で多くの学校を持つ。スキル型は専
門に特化した学校で、技術や資格試験の高い合格率を目指す。エスカレータ型は大学・専
門学校・高等学校を持つ一貫校として垂直統合されている。該当する学校を上げているが、
グループ型とスキル型の中間に位置するものもあり、グループ型とスキル型、スキル型と
エスカレータ型に移行しつつあるものも含まれているが、どちらの比重が大きいかで区別
している。
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8 官報2019年4月設置公布
Ⅴ ケース分析
１ 専門学校３つのケース
3つのパターン別専門学校からランダムに選んだ3つの専門学校のケーススタディをする。
対象校は、A学園（グループ型）、B学館（スキル型）、C学園（エスカレータ型）である。
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（出所）筆者作成
表３「専門学校３分類」
（出所）筆者作成
※職業実践専門課程認定学科数と割合欄の数字は、修業年限2年以上の全学科数（7,005学科 9）に占め
る割合である。
表４ パターン別学校の持つ８分野の分類・職業実践専門課程認定学科数とその割合
9 文部科学省学校基本調査（2016）
２ パターン別学校の持つ分野
さらにランダムにパターン別学校を選び、その分野を見ると、グループ型が全分野を網
羅している。スキル型は1つの分野のみ、エスカレータ型は3つの分野を持っている。
３ 専門学校３分類による学校数と学科数の比較
専門学校の中からランダムに18校を選び、2013年度各専門学校ホームページ公表資
料を基に【図1】による比較をした。それによるとグループ型は学校数も学科数も非常に
多く規模が大きいことが分かった。スキル型は学校数が少ない、またエスカレータ型は職
業実践専門課程認定校が非常に少なく、その特徴が得られなかった。
４ 財務 10（消費支出計算書：帰属収支差額比率）分析
帰属収支差額比率の全国専修学校平均値 11は7.3％で、13校中5校は平均値を下回っ
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10 帰属収支差額比率は2015年4月より事業活動収支差額比率に変更。
11 専修学校平均は、日本私立学校振興・共済事業団の調査による2011年度版『今月の私学財政』に掲
載された財務集計・分析より専修学校帰属収支差額比率の全国平均値。
（出所）2013年度各専門学校公表資料から筆者作成
図１ 専門学校３分類による学校数と学科数の比較
ている。スキル型は6校中4校が平均を上回り、グループ型は5校中3校、エスカレー
タ型は2校中2校がいずれも平均を下回っている。必ずしも帰属収支差額比率が健全性
を判断するとは言えないが一つの目安となっていると考えられる。
以上の分析から、3つの専門学校は「即戦力となる人材育成」に力を注ぐ上において違い
はないが、経営戦略は異なりそれぞれの違いが明確になった。ケーススタディでさらに詳
しく見ていくこととする。
５ ケーススタディ
成功モデルの情報収集を試みたが、情報公開されているデータだけでは掴みきれないこ
とがわかった。それぞれのケースは成功要因の内容にまとめたが、認定された専門学校だ
けの情報公開では学園全体の情報は得られず、また専門学校そのものの情報公開にばらつ
きがある。しかし経年による数値の情報収集は今後の認定校の増加や学校の透明化により
明らかになっていくと考えられる。
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（出所）2013年度各専門学校公表資料を基に筆者作成
図２
６ ケース分析
ケーススタディ3つの専門学校の成功要因とは何かを形質的に分析する。
ここで成功要因の定義は①財務力、②就職率、③資格試験合格率、④ブランド力、⑤教員
を集める力⑥連携によるキャリア形成の6つとする。
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表５ ケースの分析
７ ヒアリング
専門学校の成功要因を分析し、ヒアリングという方法でさらに明確にすることとした。
結果的に自由回答の深層面接であったが、ヒアリングで一番重要なポイントは生の言葉を
聞いたことである。成功している専門学校の成功要因とは何かを探るために、異分類の専
門学校をヒアリングし、学校経営について検証した。対象は学校法人A学園、M学園、
E学園、H学園、K学園である。専門学校5校のうち文部科学省職業実践専門課程認定
校が4校とその他1校である。
（1）ヒアリング対象
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（出所）筆者作成
（出所）筆者作成
表６ パターン別ヒアリング
（2）ヒアリング内容
Ⅵ 成功要因
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（出所）ヒアリングをまとめ筆者作成
表７ ヒアリングの内容（筆者作成）
表８ 成功する専門学校の要因
Ⅶ まとめ
高等教育機関への進学を希望する学生が最善の選択をするためには、それぞれの教育機
関がその指針を明らかにしなければならない。そして学生がキャリア形成をしていくこと
ができるように大学、専門学校がどのような学びをするのかを透明化することが大切であ
る。大学と専門学校の違いを明らかにしたが、本論文の事例研究で専門学校を3分類す
ることで選択する方法を提示することが出来たと考える。専門学校が即戦力の人材を育成
するためにどのような教育理念で取り組んでいるのか、経営者が学校運営をどのように考
えているのかが明確になった。3分類のグループ型は多角的経営によりシナジー効果を活
用し、多くの分野を網羅している。スキル型はニッチ戦略により差別化を図っている。エ
スカレータ型は大学・専門学校・高等学校の一貫校で連携による分割や統合によりバラン
スを取っている。いずれも方法は違っても職業のための教育をしていると考えられる。
Ⅷ 本研究の限界と今後の課題
「2040年度の大学への進学者は2017年度より12万人減り51万人弱になる」と、文部
科学省は初めて大学等への進学状況を詳細に試算し、2018年2月21日に中央教育審議
会の部会に示した。職業実践専門課程制度認定校を中心として成功している専門学校の実
態を明らかにして成功要因をみてきたが、得られた結論から認定校となり情報公開をする
ことによって質の保証を保護者や高等学校に認められることにより、大学や短期大学に対
しても今後の募集に好影響をもたらすと考えられる。学校として生き残るためには、学校
の実態を明らかにして切磋琢磨しながら質を向上させなければならない。その結果正しく
位置づけられ評価された専門学校が淘汰されながら生き残っていくと考えられる。これは
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（出所）筆者作成
大学や短期大学、高等専門学校においても同様である。さらに2019年4月から設置され
る専門職大学・専門職短期大学も新たに加わり競合することになり、統合・淘汰されてい
くと推測される。学生が就職した後にも目を向けると、離職すると今までの資格を生かせ
ず全く関係のない仕事に就く場合が多い。学生は何を目的に高等教育機関で学ぶのか、そ
れに対し高等教育機関は学生にどう応えることができるのか。グローバル化していく社会
において変容していく高等教育機関の役割について考察していきたい。
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